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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息及び株

式等売却益の減少を主因に、前年同期比14億29百万円減少し342億92百万円となりました。ま

た、経常費用は貸倒引当金繰入額の増加を主因に、前年同期比19億58百万円増加し277億58百

万円となりました。 

この結果、経常利益は前年同期比33億88百万円減少し65億33百万円となり、親会社株主に帰

属する四半期純利益は前年同期比16億24百万円減少し45億55百万円となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の連結財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度末比

1,579億円増加し２兆6,221億円、純資産は前連結会計年度末比20億円減少し1,358億円となりま

した。 

主要勘定につきましては、貸出金は、消費者ローンをはじめ、事業性貸出金及び地公体向け

貸出金がともに順調に推移したことなどから、前連結会計年度末比207億円増加し１兆5,947億

円となりました。譲渡性預金を含めた預金等は、個人預金及び法人預金ともに増加したことか

ら、前連結会計年度末比1,023億円増加し２兆2,539億円となりました。また、有価証券は、前

連結会計年度末比102億円増加し6,686億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成29年３月期通期の連結業績予想につきましては、当第３四半期連結累計期間において、

経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益が通期予想を上回る水準となっておりますが、

今後の経済・金融情勢等によっては、与信関係費用や有価証券関係損益が変動する可能性等も

あることから、平成28年11月11日公表の予想値から変更しておりません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の処理 

連結子会社の税金費用は、当第３四半期累計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

ることにより算定しております。 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計

期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。  

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。  

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

  （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

   当行の有形固定資産は、従来、定率法(ただし、平成 10年４月１日以後に取得した建物(建物

附属設備を除く。)及びリース資産は定額法)を採用しておりましたが、第 1四半期連結会計期

間より定額法に変更しております。 

 当行は、前期よりスタートした「中期経営計画－Create Chance Create Future」において、

営業強化や顧客利便性の向上を目的とした営業チャネルの進化に取り組むこととしておりま
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す。具体的には、本店・事務センターの建替え・店舗網見直しによる店舗新築やＡＴＭ等の更

改等を予定しており、中期経営計画２年目となる当期から本格的に実施されていきます。そこ

でこれらの投資案件について、投資形態の在り方も含め総合的に検討を行った結果、当行の営

業用店舗等及び事務機器等は長期安定的に使用され、その使用価値は存続期間を通じて概ね一

定であるため、使用実態に合わせて減価償却方法を定額法へ変更することが、経営の実態をよ

り適切に反映するものと考え、今回の変更判断に至りました。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の経常利益

及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ１億 48百万円増加しております。 
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（3）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（4）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

（5）重要な後発事象 

 当行は、平成 28 年 10 月 27 日開催の経営会議決議に基づき、以下のとおり、連結子会社 Fukui 

Preferred Capital Cayman Limited が発行した優先出資証券について、全額償還いたしました。 

  ①発行体 

Fukui Preferred Capital Cayman Limited 

   ②発行証券の種類 

円建配当金非累積型永久優先出資証券 

   ③償還総額 

120 億円 

   ④償還日 

平成 29年１月 25 日 

   ⑤償還理由 

任意償還期日到来によるものであります。 
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４．補足情報 

（１）平成２９年３月期第３四半期 損益の状況（単体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              （単位：百万円） 

 

平成28年3月期 

第３四半期 

（９か月間） 

(Ａ) 

平成29年3月期 

第３四半期 

（９か月間） 

(Ｂ) 

前年同期比 

(Ｂ)－(Ａ) 
 

平成29年３月期 

通期業績予想 

（１２か月間） 

経 常 収 益 30,143 27,888 △   2,254  33,000 

業 務 粗 利 益 20,457 19,765 △     691   

 資 金 利 益 17,966 17,454 △     512   

 役 務 取 引 等 利 益 2,242 1,883 △     359   

 そ の 他 業 務 利 益 248 428 180   

 （ う ち 債 券 関 係 損 益 ） △      9 162 171   

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 15,495 15,812 316   

 人 件 費 8,225 8,228 2   

 物 件 費 6,439 6,595 155   

 税 金 830 989 158   

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 4,961 3,953 △  1,008  

  コ ア 業 務 純 益 （ 注 ２ ） 4,971 3,791 △  1,180  

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － △    429 △    429  

業 務 純 益 4,961 4,382 △    579   

臨 時 損 益 4,106 1,030 △  3,076   

 う ち 株 式 関 係 損 益 1,117 307 △    810   

 ② う ち 不 良 債 権 処 理 額 427 1,632 1,205   

 （貸倒償却引当費用①＋②） 427 1,203 776   

 ③うち貸倒引当金戻入益 390 － △    390   

 ④ う ち 償 却 債 権 取 立 益 1,721 1,729 7   

 ⑤うち偶発損失引当金戻入益 － 34 34   

経 常 利 益 9,068 5,413 △  3,655  5,000 

特 別 損 益 △      876 △     30 846   

 う ち 減 損 損 失 848 12 △    835   

税 引 前 四 半 期 純 利 益 8,192 5,382 △  2,809   

法 人 税 等 2,149 1,213 △    936   

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 6,042 4,169 △  1,873  4,000 
  

与信関係費用①＋②－③－④－⑤ △   1,685 △   560 1,125 

 （注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．コア業務純益 ＝ 業務純益 （一般貸倒引当金繰入前）－ 債券関係損益 

    

○当第３四半期のコア業務純益は、貸出金利息の減少を主因とした資金利益の減少及び経費の増

加等により、前年同期比 11億 80百万円減少し、37億 91百万円となりました。 

○経常利益は、与信関係費用の増加及び株式関係損益の減少等により、前年同期比 36億 55百万

円減少し、54億 13百万円となりました。 

○上記の結果、四半期純利益は 41億 69百万円となりました。 
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体） 

 

 

 

 

                (単位：億円) 

 平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 79 

 

 

78 △   0 

危険債権 262 291 28 

要管理債権 21 22 0 

合       計 363 392 28 

 

総与信に占める割合 2.23％  2.41％  0.18％  

 

（注）1．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

   2．各四半期末（期末）の債務者区分（※）に基づく対象債権残高に対し、「金融機能の再生のための緊急

措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。 

なお、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分については直接償却相

当額として当該金額を減額（部分直接償却）しております。 

 

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

危険債権（破綻懸念先の債権） 

要管理債権（要注意先のうち、元本又は利息の支払が３カ月以上延滞しているか、

又は貸出条件を緩和している債権） 

 

 

（３）自己資本比率（国内基準） 

 

 

 

 

 

（４）時価のある有価証券の評価差額（単体） 

 

 

 

 

評価差額 （単体）                             (単位：億円) 

 
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

有 価 証 券 計 234 185 △   49 

 株 式 78 98 19 

 債 券 99 74 △   24 

 そ の 他 56 11 △   44 

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

○金融再生法ベースのカテゴリーによる開示債権は、平成 28 年９月末比 28 億円増加し、392 億

円となりました。また、総与信に占める割合は平成 28年９月末比 0.18ポイント上昇し、2.41％

となりました。 

○平成 28年 12月末の自己資本比率（国内基準）については現在算出中であり、確定次第、別途

開示する予定であります。 

○時価のある有価証券の評価差額は、平成 28 年９月末比 49 億円減少し、185 億円の評価差額と

なりました。 
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（５）預金、貸出金等の状況（単体） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 （注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

  ① 預金等・貸出金の残高 （末残） (単位：億円) 

   
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

預  金 20,625 21,177 552 

譲 渡 性 預 金 1,214 1,448 233 

預 金 ＋ 譲 渡 性 預 金 21,839 22,625 786 

貸 出 金 16,109 16,063 △     45 

 

  ② 個人・法人別預金残高 （末残） (単位：億円) 

 
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

預 金 合 計 20,625 21,177 552 

 個 人 14,309 14,711 401 

 法 人 6,315 6,465 150 

 

  ③ 預り資産残高 （末残）  (単位：億円) 

 
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

公 共 債 ( 国 債 等 ) 351 349 △      1 

投 資 信 託 676 696 20 

個 人 年 金 保 険 （ 注 ） 1,441 1,456 14 

（注）個人年金保険は、販売累計額を計上しております。 

 

  ④ 消費者ローン残高 （末残） (単位：億円) 

 
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

消 費 者 ロ ー ン 残 高 4,875 4,895 19 

 住 宅 ロ ー ン 残 高 4,651 4,665 14 

 そ の 他 ロ ー ン 残 高 224 229 5 

 

  ⑤ 中小企業等貸出金残高（末残）・比率 (単位：億円) 

 
平成28年9月末 

（Ａ） 

平成28年12月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高 9,147 9,309 162 

中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率 56.78% 57.95% 1.17% 

 

以 上 

○預金と譲渡性預金の合計額は、個人預金及び法人預金ともに順調に推移したことから、平成 28

年９月末比 786億円増加し、２兆 2,625億円となりました。 

○貸出金は、消費者ローンが増加したものの事業性貸出金及び地方公共団体向け貸出金が減少した

ことから、平成 28年９月末比 45億円減少し、１兆 6,063億円となりました。 

○預り資産につきましては、公共債（国債等）は 349億円、投資信託は平成 28年９月末比 20億円

増加して 696億円となりました。 
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